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第 8 回 連結の会計と税務 

（何故、企業集団の会計や税務が必要か） 
 

会計と経営のブラッシュアップ  

平成 26 年 2 月 17 日 
山内公認会計士事務所 

 
本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。(財務会計論ⅠⅡ 佐藤信彦外著 H23 年 4 月中央経済社発行) 
(ゼミナール現代会計入門第 9 版 伊藤邦雄著 H24.3 日本経済新聞社発行)(図解連結法人税早わかり 福薗健著 2011.4 中経出版発行) 
 

連結会計とは何か？ 企業集団を会計で表現し、財務を判断する。 
 支配従属関係にある 2以上の企業を企業集

団として、単一の組織体と見る。 
 

Ⅰ 連結財務諸表 

１．連結財務諸表の目的 

企業集団とは支配従属関係にある法人格の異なる2以上の企業からなる経済

的実態である。これを単一の組織体とみなして、親会社が企業集団の経済活動

(財政状態、経営成績及び C/F の状況)を総合的に開示するものである。 

グループ外から見れば、グループ内の取引は単なる内部取引、製品等の移動

にすぎず、これらを相殺する必要がある。 

 

 
企業集団 

   

    

 親会社   連結 B/S 

 (支配会社)  → 連結 P/L 

 
↓ 

  連結 C/F 計算書 

   連結株主資本等変動計算書 

 子会社   連結財務明細表 

 従属会社    

 

その効果は、 

①親会社の株主は、子会社を含めた全体で企業集団を把握できるので適切

な投資判断等の意思決定ができる。（投資情報） 

②会社相互間の取引と残高が相殺消去されるので、一つの企業集団として

の財務の実態を把握できる。（企業実態把握） 

③企業グループ経営のための適切な意思決定が行える。（グループ経営） 

本レジュメはブラッシュアップ日迄にホームページに up してあります  

http://yamauchi-cpa.net/index.html   
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２．連結会計制度とグループ経営 
 

(1)多角化、国際化とグループ経営 
 

・昭和 39 年～40 年(1964～1965)にかけて親会社の粉飾決算(子会社利用によ

る)を背景とする上場企業の連鎖的倒産があった。(正確な会計報告) 

・昭和 52 年(1977)4 月に開始する事業年度より連結財務諸表の開示が要求さ

れた。（個別財務諸表の附属書類として） 

・経済のグローバル化の波に乗って企業の国際化・多角化とともに、証券市

場も国際化し、海外投資家の参入が増加した。（経営環境の変化） 

会社経営者も財務諸表の利用者も、個別財務諸表だけでは、経営実態を把

握し適切な意思決定を行うことが難しくなった。(経営実態の把握) 

・会計ビッグバン(日本の会計の世界レベルへの修正) 

・平成 9年(1997)6 月 6日「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」が公

表、個別決算中心主義から、連結決算中心主義に移行することとなった。 

・日本企業もグループ連結経営への取組みが必要となった。 

・平成 11 年(1999)の商法改正による株式交換、株式移転、平成 18年(2006)

の会社法改正などによりグループ化が容易になり、グループ連結経営及び

業績の重要性が高まるなかで多くの企業でグループ組織の再編が進展した。 

 

(2)連結会計の目的と範囲 
 

連結財務諸表とは、支配従属関係にある 2つ以上の会社からなる企業集団を

単一の組織体とみなして、親会社がその子会社を含めた、企業集団の財政状

態および経営成績を総合的に報告するために作成するものである。つまり親

会社の投資情報として作成される。 

連結の範囲の決定には、持株比率基準と支配力基準の 2つの考え方があるが、

親会社が他の会社に対する実質的な支配力をベースに連結の範囲を決定す

る支配力基準がとられている。実質的な支配力とは、他の会社の経営の人事

や営業方針、財務方針を支配できる親会社の力のことである。 

 

(3)企業グループの財政状態と経営成績を明らかにするために連結する 
 

①資 本 連 結 － 親会社の投資勘定と子会社の株主資本とを相殺消去 

②債権債務連結 － 相殺消去 

③収 益 連 結 － 連結会社相互間の売上、仕入等の相殺消去 

④損 益 連 結 － 未実現利益の相殺消去 

 

(4)連結原則 
 

①真実性の原則 ②基準性の原則 ③明瞭性の原則 ④継続性の原則 
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３．持分法とは 

 

(1)持分法とは部分連結である。 
 

投資会社が関連会社（非連結子会社及び関連会社）の純資産及び損益のう

ち、投資会社に帰属する部分の変動に応じて、その投資の額を連結決算日

ごとに修正して計算する方法である。 

 

(2)関連会社 
 

企業が、出資、人事、資金、技術、取引等の関係を通じて、子会社以外の

他の企業の財務および営業等の方針に対して重要な影響を与えることがで

きる会社をいう。 
 

①他の企業の議決権の 20％以上を自己の計算において所有している場合 
 

②議決権の 15％以上を所有しているとともに、併せて、役員、資金、技術、

取引等により重要な影響力を与えることができる場合 
 

③他社を通じて間接的に議決権の 20％以上を保有し、かつ実質的に影響力

を行使している場合 

 

(3)会計処理 
 

①関連会社の株式（純資産 100,000 千円）への投資は当初は原価で計上する。 

（A社株式の 30%を 30,000 千円で取得する） 

千円    

投資有価証券 30,000 ／ 現 金 預 金 30,000 (30％部分) 

(投資残高は 30,000 千円)    

 

②株式取得後にその関連会社が利益をあげれば、その利益に対する持分だ

け投資有価証券を増額させる。 

（A社は年間 50,000 千円の利益をあげる） 

投資有価証券 15,000 ／ 評 価 益 15,000 (30％部分) 

(投資残高は 45,000 千円)    

 

③配当を受取った場合は配当額だけ投資を減額する。 

（A社は 30,000 千円の配当を行う） 

受取配当金 9,000 ／ 投資有価証券 9,000 (30％部分) 

   (投資残高は 36,000 千円) 

 

(4)持分法と連結 
 

持分法は、関連会社に対する投資を、その関連会社の純資産と置きかえる。

持分法は投資を純額で評価し、連結は投資を総額で評価することになる。 
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４．連結の範囲と会計処理方法の統一 
 

(1)連結の範囲 
 

 

(2)連結決算日 
 

連結は一年とし、年 1回一定の日を連結決算日とする。(2010.4.1) 

中間決算日(2001.4.1)、四半期報告日(2008.4.1) 
 

(3)会計処理方法の統一 
 

同一環境下で行われた同一の性質の取引について、親会社及び子会社が採

用する会計処理の原則及び手続は統一する。 
 

５．連結貸借対照表 
 

(1)投資勘定と資本勘定の消去 
 

資本金(子) ×××  子会社株式(親) ××× 

剰余金(子) ×××    
 

(2)投資差額勘定(のれん)が生じる場合 
 

資本金(子) ×××  子会社株式(親) ×××  

剰余金(子) ×××  (のれん(親) ××× ) 

のれん(親) ×××     

① 投資消去差額の原因分析(公正価値評価) 

② 20 年以内の効果の及ぶ期間にわたって規則的に償却 
 

(3)債権と債務の相殺消去 
 

買掛金(子) ×××  売掛金(親) ××× 

借入金(子) ×××  貸付金(親) ××× 
 

(4)税効果会計に伴う繰延税金資産 
 

① 連結固有の一時差異税金の期間配分 

② 資本連結時の時価評価差額 

③ 未実現利益の消去等 
 

(5)持分法の適用 
 

① 連結財務諸表を作成する場合に適用する 

② 投資会社に帰属する資本及び損益の部分の変動に応じて修正する 

③ 非連結子法人及び関連会社に対する投資について適用する 

④ 持分会社における会計処理の原則等の統一 

⑤ のれんは投資に含めて処理する 
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６．資本連結の手続 

 

(1)全面時価評価法 
 

連結財務諸表に関する会計基準(2008.12)で、子会社資産、負債は少数株主

持分に相当する部分も含めてすべて支配獲得時に時価(公正価値)評価する

ものと一本化された。 

 

(2)支配獲得時の資本連結 
 

資本金 ×××  子会社株式(親) ××× 

利益剰余金 ×××  少数株主持分 ××× 

評価差額(少) ×××    

のれん(親) ×××    

 

少数株主損益 ×××  少数株主持分 ××× 

のれん償却 ×××  のれん ××× 

 

(3)子会社株式の追加取得 
 

少数株主持分 ×××  親会社持分 ××× 

     

親会社持分 ×××  投資 ××× 

のれん ×××    

 

(4)子会社株式の一部売却 
 

少数株主損益 ×××  少数株主持分 ××× 

のれん償却 ×××  のれん ××× 

     

 

７．連結損益計算書 

 

(1)連結会社間の取引高の相殺消去 

 

(2)未実現利益の消去 

 

(3)のれんの償却 

 

(4)税効果会計の適用 

 

(5)少数株主損益の計上
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８．セグメント情報の開示 

 

(1)連結決算と合算 
 

 

 

 

(2)マネジメント・アプローチ 
 

 

 

 

９．中間、四半期、連結財務諸表 

 

(1)中間連結財務諸表と四半期連結財務諸表 
 

 

 

 

(2)実績主義と予測主義 
 

 

 

 

10．株式持ち合い 

 

議決権の所有割合＝ 
所有する議決権の数  

行使しうる議決権の総数 ※ 

 

※自己株式と持ち合い株式(相互持ち合いによりお互いに 25％超の株式を

保有している場合に限る)は(会社法 308 条、規則 67 条)、控除して連結

の範囲を計算する 
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Ⅱ 連結財務諸表に関する会計基準 

 

(1)設 定(平成 20 年 12 月 26 日 ASBJ) 
 

連結財務諸表は、支配従属関係にある 2つ以上の企業からなる集団(企業集

団)を単一の組織体とみなして、親会社が当該企業集団の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を総合的に報告するために作成するもの

である。 

 
(2)親会社説（日 本） 
 

単一の支配下にある企業集団全体の資産・負債と収益・費用を連結財務諸

表に表示するとともに、資本に関しては、連結財務諸表の延長線上に位置

づけて、親会社の株主の持分のみを反映させる考え方をいう。 

 

(3)経済的単一体説（IFRS） 
 

企業集団は親会社と少数株主がともに支配しているものであり、連結財務

諸表は双方のために作成されるべきとする考え方である。少数株主持分は

企業集団の内部者とされ、少数株主持分は計上されず資本に含まれ、少数

株主損益は連結損益計算書上、税金等調整前当期純損益に含まれる。 

 

(4)親会社 
 

他の企業の財務及び営業又は事業の方針を決定する機関(意思決定機関)を

支配している企業をいい、子会社とは、当該他の企業をいう。 

親会社及び子会社又は子会社が、他の企業の意思決定機関を支配している

場合における当該他の企業もその親会社の子会社とみなす。 

①他の企業の議決権の過半数を自己の計算において所有している企業 

②他の企業の議決権の 40%以上を自己の計算において所有している企業で

あって、次のいずれかの要件に該当する企業 

(イ)自己の議決権と自己と同一の議決権を行使すると認められる者等の議

決権を合わせて、他の企業の議決権の過半数を占めること 

(ロ)他の企業の意思決定に影響を与える者が、当該他の企業の意思決定機

関の構成員の過半数を占めていること 

(ハ)他の企業の重要な財務及び営業又は事業の方針の決定を支配する契約

等が存在すること 

(ニ)他の企業の資金調達額の総額の過半について融資を行っていること 

(自己と緊密な関係のある者が行う融資の額を合わせて資金調達額の総

額の過半となる場合を含む) 
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(ホ)その他、他の企業の意思決定機関を支配していることが推測される事

実が存在すること 

③自己の議決権(議決権を有しない場合を含む)と、緊密な関係があること

により自己と同一の議決権を行使すると認められる者等の議決権を含め

て、他の企業の議決権の過半数を占めている企業であって、かつ、上記

②(ロ)～(ニ)のいずれかの要件に該当する企業 

 
(5)非連結子会社 
 

投資家の判断を誤らせないために、連結の範囲からはずす。 

①支配が一時的と認められる会社（判断） 

②連結することで利害関係者の判断を著しく誤らせる恐れのある会社（判

断） 

③インフレが著しく進んでいる国の会社（判断） 

④投資家の判断に影響を与えない重要性の低い会社（コストベネフィット） 

 

尚、IFRS では、こうした連結除外の規定は設けられていない。 
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(6)連結財務諸表作成における一般原則 
 

 

 

 

(7)連結の範囲 
 

 

 

 

(8)連結決算日 
 

 

 

 

(9)親会社及び子会社の会計処理の原則及び手続 
 

 

 

 

(10)連結貸借対照表の作成基準 
 

 

 

 

(11)子会社の資産及び負債の評価と評価差額 
 

 

 

 

(12)投資と資本の相殺消去 
 

 

 

 

(13)少数株主持分 
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(14)子会社株式の追加取得及び一部売却 
 

 

 

 

(15)債権と債務の消去 
 

 

 

 

(16)連結損益計算書の作成基準 
 

 

 

 

(17)連結株主資本等変動計算書の作成 
 

 

 

 

(18)連結キャッシュ・フロー計算書の作成 
 

 

 

 

(19)連結財務諸表の注記事項 
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（公認会計士試験論文式財務諸表論 第 5 版 石井和人著から） 
（同書を読んで検討して下さい） 

 
  

 問題１ （102）  
  
問１ 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の

取扱い」によると、在外子会社の財務諸表が、国際財務報告基準又は

米国会計基準に準拠して作成されている場合には、当面の間、それら

を連結決算手続上利用することができるが、その場合であっても、特

定の項目については、連結決算手続上、当期純利益が適切に計上され

るよう当該在外子会社の会計処理を修正しなければならいとされて

いる。この特定の項目は、国際財務報告基準又は米国会計基準に準拠

した会計処理が、我が国の会計基準に共通する考え方と乖離している

ものをいうが、「我が国の会計基準に共通する考え方」を述べ、この

特定の項目の一つである「のれんの償却」についてどのような修正を

行うべきか述べなさい。 
問２  連結財務諸表に関する会計基準によると、連結損益計算書における

純損益計算の区分の中に、新たに少数株主損益調整前当期純利益を表

示することとされている。連結基礎概念及び国際的な会計基準と関連

させてその理由を述べなさい。 
  

 
１．我が国の会計基準に共通する考え方とは、連結財務諸表上当期利益が適切

に計上されない恐れがある場合をいい、6 項目についてはその場合には会計

処理を修正する必要がある。 
 ①のれんの償却、②退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理、③

研究開発費の支出時費用処理、④投資不動産の時価評価及び固定資産の再評

価、⑤会計方針の変更に伴う財務諸表の遡及修正、⑥少数株主損益の会計処

理がある。 
 ①我が国の会計基準では、のれんは規則的に償却するものとされているが、

IFRS および米国の会計基準においては、のれんは償却計算を行わず、最低

年１回の減損テストを実施するとされている。のれんの償却の有無は、損益

に及ぼす影響が大きいと考えられ、IFRS 等の基準処理を我が国の会計基準

に従った処理に修正することが求められる。 
２．我が国の会計基準は親会社説に基づき作成され、連結当期純利益は親会社

の株主持分のみが示される。 
 国際的な会計基準は、経済的単一説であるための連結当期純利益には少数株

主持分も含まれる。 
 両者の比較を明らかにするため新たに表示することとした。 
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 問題２ （110）  
  
問１  子会社の判定基準としての(1)持株基準の意義を述べ、あわせて、(2)

持株基準の長所及び短所について説明しなさい。 
問２ 現行の制度会計においては、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則

の規定により、関連当事者との取引に関して注記しなければならない

こととされている。関連当事者との取引の意義を述べた上で、関連当

事者との取引はなぜ注記しなければならないのか、その理由を述べな

さい。 
  

 
 

  
 〈基本問題〉   
  
１．連結財務諸表に関する会計基準に基づき、「他の企業の意思決定機関を

支配している企業」とは、どのような企業をいうのか述べなさい。 
２．持分法に関する会計基準に基づき、「子会社以外の他の企業の財務及び

営業又は事業の方針の決定に対して重要な影響を与えることができる場

合」とは、どのような場合をいうのか述べなさい。 
３．持分法の適用範囲について述べなさい。 
 

 
１． (1)持株基準とは直接・間接に議決権の過半数を所有しているかどうかに   

 より子会社を判定する基準である。 
(2)数量を基準ということでの客観性はあるが、持株比率を変動させ連結 
 の範囲を恣意的に操作する余地がある。 

２． 関連当事者との取引は、対価の有無にかかわらず、対等な立場で行われて

いるとは限らず、会社と関連当事者との取引が財務諸表に与えている影響

を財務諸表利用者が把握できるように、適切な情報を提供するために関連

当事者との取引に関する注記が必要とされている。 
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移記 移記
移記 移記

(1) (3)

諸 資 産 72,500 (a)
諸 負 債 35,000 (4)
資 本 金 6,000
剰 余 金 31,500
負債資本計 72,500 (g) ※

第1年度に稼いだもの
(2) 相殺 連結剰余金

(5) (h)
諸 資 産 8,300
諸 負 債 2,000
資 本 金 1,000
剰 余 金 5,300
負債資本計 8,300

(第1年度の連結部分－子会社利益)
連結仕訳とは、連結消去仕訳のこと

S社の当期純利益は2,000
P/L少数株主損益　　　　400　B/S少数株主持分　　　400

P/Lのれん償却　　 　　　30　B/Sのれん 　　　　　　30

S社資本金　　    　　1,000　S社への投資　    　5,190
S社期首剰余金      　5,300　少数株主持分　   　1,260
のれん　　　　 　   　 150

連結剰余金　第1年度増加分によるもの

(当期純利益欄の当期分連結純増減　1,570)

取得初年度の連結B/S

(連結第0年度)

(37,000)

75,760

150

75,610

(31,500)

0

(31,500)

0

0

0

0

0

(75,760)

(31,500)

(6,000)

(1,260)

0 0

0 0

0 0

利益剰余金

当 期 純 利 益 0 0 0

期 末 残 高 (31,500) (5,300) (36,800) 5,300

期 首 残 高 (31,500) (5,300) (36,800) 5,300

の れ ん 償 却

少 数 株 主 損 益

諸 費 用 0

諸 収 益 0

0 0

損益計算書

負債・純資産合計 (72,500) (8,300) (80,800) 5,040

剰 余 金 (31,500) (5,300) (36,800) 5,300

資 本 金 (6,000) (1,000) (7,000) 1,000

少 数 株 主 持 分 0 (1,260)

諸 負 債 (35,000) (2,000) (37,000)

0 0資 産 合 計 72,500 8,300 80,800 (5,040)

の れ ん 150

S 社 へ の 投 資 5,190 5,190 (5,190)

諸 資 産 67,310 8,300 75,610

貸借対照表

仕訳ではない

連 結
貸借対照表

S社当期純
利益の配分

(g)

のれん
の償却
(h)

科　　目

取得初年度 個別財務諸表 連結仕訳

P社 S社 合計
開始仕訳

(a)

5,190 (5,190)

の れ ん 150 (30) 120

当 期 純 利 益 (25,000) (2,000) (27,000) 400 30 (26,570)

少 数 株 主 持 分 0 (1,260) (400) (1,660)

剰 余 金 (56,500) (7,300) (63,800) 5,300 400 30 (58,070)

30 (58,070)

利益剰余金

(31,500)

当 期 純 利 益 (25,000) (2,000) (27,000) 400 30 (26,570)

連結剰余金※ 1,570

2,000-400-30＝1,570
7,300-1,570＝5,730

(第2年度の開始仕訳)

資本金 1,000 S社への投資 5,190
期首剰余金 7,300 少数持分 1,660

第1年度　連 結 精 算 表

仕訳ではない

(連結第1年度)

科　　目

第1年度末 個別財務諸表 連結仕訳

連 結
財 務 諸 表P社 S社 合計

開始仕訳
(a)

S社当期純
利益の配分

(g)

のれん
の償却
(h)

112,610

貸借対照表

資 産 合 計 97,500 20,300 117,800 (5,040) (30) 112,730

諸 資 産 92,310 20,300 112,610

S 社 へ の 投 資 5,190

資 本 金 (6,000) (1,000) (7,000) 1,000 (6,000)

諸 負 債 (35,000) (12,000) (47,000) (47,000)

負債・純資産合計 (97,500) (20,300) (117,800) 5,040 0 30 (112,730)

損益計算書

諸 収 益 (250,000) (90,000) (340,000) (340,000)

諸 費 用 225,000 88,000 313,000 313,000

の れ ん 償 却 30 30

少 数 株 主 損 益 400 400

第0年度S社のB/S

第0年度P社のB/S

第0年度　B/S連結仕訳

期 首 残 高 (31,500) (5,300) (36,800) 5,300

のれん 120

期 末 残 高 (56,500) (7,300) (63,800) 5,300 400

0

S社資本金　　 　　1,000　S社への投資　 　5,190
S社期首剰余金　 　5,300　少数株主持分　　1,260
のれん　　　　　 　 150

S社への投資　　　 5,190　現預金　　　    5,190
P社によるS社株式80％の取得直後のB/S（上記） (第1年度の開始仕訳)

当 期 純 利 益
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内部売上
高の消去

(c)

188,010

9,000

4,000

90

201,100

(92,900)

(400)

(2,060)

(6,000)

(99,740)

(201,100)

50,000 (350,000)

(50,000) 281,000

26,900

30

400

0 (41,670)

(58,070)

(41,670)

(99,740)

(a) 第2年度の修正消去欄の仕訳(開始仕訳) (d) (g) S社利益 (3,000)
少数株主持分 600
P社内部利益 (200)

※1 (h) のれんの償却を行う P社少数持分 1,000
(e) P社売却益 200

(b) 債権債務の相殺消去 S社売却益 1,000
※1 2,000-400-30＝1,570 第1年度に増の連結剰余金 S社消却額 (100)

(f) 過大償却分100を戻す(実現分) ※2 のれん償却 30
(c) S社からP社への商品売上50,000(利益10%) が、内部利益は消去する (670)S社減価償却累計額　100　S社販管費      　　100

取引は消去しない(債権債務でない、損益取引でない)

S社の利益の少数株主持分を計算する　S社当期純利益3,000×20％

第2年度連結剰余金増

P社のS社仕入在庫10,000の未実現利益消去(アップストリーム)

P社は備品(5年)4,000を5,000でS社へ売却　※2
P社備品売却益　　1,000　S社備品 　　　 　1,000

少数株主利益(P/L)　600　少数株主持分(B/S)　600

のれん償却　　　　　30　のれん　　　　　　　30

30

30

P社原価　 　     1,000　P社商品　        1,000
少数株主持分(B/S)　200　少数株主損益(P/L)　200

30

30

600

600(100)

800

(44,000)

(107,800)

800

30

30

600

0

800

1,000

のれん
の償却
(h)

(30)

(30)

600

600

S社当期純利
益の配分

(g)

(600)

(100)

(100)

(100)

内部取引高・未実現利益の消去

減価償却費に含
まれる内部利益
の実現(f)

商品に係る
内部利益の
消去(d)

(1,000)

備品売却に
係る内部利
益の消去(e)

※2

100

(200)

1,000

200

800 (100)

01,000

(1,000)

債権・債
務の消去

(b)

(20,000)

(20,000)

20,000

(44,000)

(63,800)

(400,000)

(1,000)

330,000

27,000

5,730

20,000

第2年度末 個別財務諸表

188,010

20,000

10,000

(3,000)

(10,300)

S社資本金　　 　　1,000　S社への投資　 　5,190
S社期首剰余金　 　7,300　少数株主持分　　1,660
のれん　　　　　 　 120　S社期首剰余金　 1,570

S社からの買掛金　20,000　P社への売掛金　20,000

合計

5,000

5,190

228,200

(92,900)

(20,000)

(500)

0

(7,000)

(107,800)

(228,200)

(3,000)

(7,300)

(100,000)

90,000

7,000

(500)

(1,000)

(10,300)

(45,000)

45,000

(33,200)

S社

20,000

20,000

5,000

(41,000)

(56,500)

(41,000)

(97,500)

(1,000)

240,000

20,000

(6,000)

(97,500)

(183,200)

(300,000)

1,000

1,000

P社

168,010

10,000

5,190

183,200

(59,700)

(20,000)

1,000

1,000

1,000

(1,000)

(1,000)

(5,190)

120

(5,070)

5,730

1,000

(1,660)

第2年度　連 結 精 算 表

(連結第2年度)

の れ ん 償 却

少 数 株 主 損 益

当 期 純 利 益

損益計算書

負債・純資産合計

売 上

備 品 売 却 益

売 上 原 価

販 売 費 ・ 管 理 費

諸 負 債

5,070

連 結
財 務 諸 表

資 産 合 計

貸借対照表

科　　目

諸 資 産

P 社 へ の 売 掛 金

商 品

備 品

期 末 残 高

利益剰余金

期 首 残 高

S 社 へ の 投 資

の れ ん

連結消去仕訳

S 社 か ら の 買 掛 金

原 価 償 却 累 計 額

少 数 株 主 持 分

資 本 金

剰 余 金

当 期 純 利 益

5,730

開始仕訳
(a)

(第1年度末)

(c) S社からP社への商品売上50,000(利益10%) が、内部利益は消去する (670)
(1,570)

計 (2,240)

S社減価償却累計額　100　S社販管費      　　100 第2年度連結剰余金増
第1年度連結剰余金残S社売上高　 　　50,000　P社売上原価　 　50,000
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内部売上
高の消去

(c)

243,410

13,500

4,000

60

260,970

(109,600)

(800)

(2,900)

(6,000)

(141,670)

(260,970)

0

60,000 (490,000)

(60,000) 405,660

39,980

0

30

900

0 (43,430)

0

(99,740)

0

1,500

(43,430)

(141,670)

(a) 第3年度の修正消去欄の仕訳(開始仕訳) (d) P社のS社仕入期末在庫15,000の未実現利益消去 (g) S社当期利益の少数株主持ち分の計算 S社利益 (5,000)
少数株主持分 1,000
P社内部利益 500

(h) のれんの償却を行う P社(少数持分) (100)
P社償却(〃) (100)

(f) 償却資産に含まれる内部利益の実現 のれん償却 30
(c) (過大償却分の戻し) (i) 受取配当金の二重利益排除(S社からのP社受取分) S社利益配当 240

(3,430)
(2,240)

第3年度連結剰余金増
第2年度連結剰余金残

400 (100)

少数株主利益(P/L) 1,000　少数株主持分(B/S) 1,000

(60)

S社資本金　　 　　1,000　S社への投資　 　5,190
S社期首剰余金　 　8,060　少数株主持分　　2,060
のれん　　　　　 　  90　商品　　　　　　1,000
減価償却累計額　　　100　備品　　　　　　1,000

S社売上高　　　　60,000　P社売上原価　　60,000

(前期末仕入在庫10,000)
売上原価　　　　  500　商品              500
少数株主持分(B/S) 100　少数株主損益(P/L) 100

減価償却累計額　　100　販管費　 　　　 　100

01,000 30   期 末 残 高 (136,000) (15,000) (151,000) 8,060

S社からP社への内部売上60,000(内部利益10％)

のれん償却　　 　　　30　のれん 　　　　　　　30

受取配当金(P/L)　　 240　配当金(S/S)　　　　 240

(60)

0

60

240

(240)

240

240

   配   当   金 1,500 300 1,800

減少高：

当 期 純 利 益 (40,000) (5,000) (45,000)

期 首 残 高

30

(60)

400 (100) 1,000

(97,500) (10,300) (107,800) 8,060

400 (100) 1,000 30

利益剰余金

当 期 純 利 益 (40,000) (5,000) (45,000)

1,000

30

少 数 株 主 損 益

の れ ん 償 却

(100)

500

(100)販 売 費 ・ 管 理 費

(240) (240)

売 上 原 価 330,160 135,000 465,160

30,080 10,000 40,080

受 取 配 当 金

売 上 (400,000) (150,000) (550,000)

500 0 0 30

損益計算書

負債・純資産合計 (211,700) (56,900) (268,600) 7,100

400 (100) 1,000 30剰 余 金 (136,000) (15,000) (151,000) 8,060

資 本 金 (6,000) (1,000) (7,000) 1,000

100 (1,000)

100

少 数 株 主 持 分 0 (2,060)

原 価 償 却 累 計 額 (1,000) (1,000) 100

諸 負 債 (69,700) (39,900) (109,600)

(500) (30)

(30)

資 産 合 計 211,700 56,900 268,600 (7,100)

の れ ん 90

S 社 へ の 投 資 5,190 5,190 (5,190)

備 品 5,000 5,000 (1,000)

(500)商 品 15,000 15,000 (1,000)

諸 資 産 191,510 51,900 243,410

貸借対照表

内部取引高・未実現利益の消去

S社当期純利
益の配分

(g)

のれん
の償却
(h)

商品に係る
内部利益の
消去(d)

減価償却費に含
まれる内部利益
の実現(f)

第3年度　連 結 精 算 表

(連結第3年度)

科　　目

 第3年度末 個別財務諸表

連 結
財 務 諸 表P社 S社 合計

開始仕訳
(a)

受取配当
金の振戻
し　(i)

連結仕訳

剰余金処分の調整

配当金
の調整
(j)

(2,240)
(j) 受取配当金のS社の少数株主受取分 計 (5,670)

第2年度連結剰余金残

少数株主持分(B/S)　　60　配当金(S/S)　　　　　60
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Ⅲ 関連当事者の開示に関する会計基準 
 

 

重要定義のチェック 

 

(1)設 定（平成 18 年 10 月 17 日 ASBJ） 
 

財務諸表の注記事項として関連当事者の開示について、その内容を定めるこ

とを目的とする。 
 

(2)必要性 
 

会社と関連当事者との取引は、会社と役員との取引を含め、対等な立場で行

われているとは限らず、会社の財政状態や経営成績に影響を及ぼすことがあ

る。これらが、与えている影響を財務諸表利用者が把握できるように、適切

な情報を提供する。 
 

(3)関連当事者との取引 
 

会社と関連当事者との取引をいい、対価の有無にかかわらず、資源若しくは

債務の移転、又は役務の提供をいう。 
 
(4)関連当事者 
 

ある当事者が他の当事者を支配しているか、又は、他の当事者と財務上及び

業務上の意思決定に対して重要な影響力を有している場合の当事者等をい

い、①親会社、②子会社、③財務諸表作成会社と同一の親会社をもつ会社、

④財務諸表作成会社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会

社（「その他の関係会社」）並びに当該その他の関係会社の親会社及び子会社、

⑤関連会社及び当該関連会社の子会社、⑥財務諸表作成会社の主要株主及び

その近親者、⑦財務諸表作成会社の役員及びその近親者、⑧親会社の役員及

びその近親者、⑨重要な子会社の役員及びその近親者、⑩⑥から⑨に揚げる

者が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社及びその子会

社、⑪従業員のための企業年金をいう。 
 
(5)主要株主  
 

保有態様を勘案した上で、自己又は他人の名義をもって総株主の議決権の

10％以上を保有している株主をいう。 
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(6)役員  
 

取締役、会計参与、監査役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。 
 
(7)近親者  
 

二親等以内の親族（配偶者、父母、兄弟、姉妹、祖父母、子、孫及び配偶者

の父母、兄弟、姉妹、祖父母並びに兄弟、姉妹、子、孫の配偶者）をいう。 
 

(8)図 解 
 

 
 
(9)開示内容 
 

① 取引の範囲 
・重要な取引を開示対象とする 
・連結会社と関連当事者と関連当事者との取引(相殺消去後) 
・一般競争入札による取引、預金利息、配当受取り、役員報酬等は除く 
 

② 取引等の内容 
・関連当事者の概要 
・関連当事者との関係 
・取引の内容 
・取引会社と期末残高 
・取引条件とその決定方針、取引条件の変更 
・貸倒懸念債権等 
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（№7130／ 関連当事者との取引 ） 
 
 

会社名   日 付： 
 担当者： 
事業年度 予定時間 承認者：      
       
監査場所       実際時間  
 

 
     監 査 要 点                            日 付 
実 網 正 帰 評 表            監 査 手 続             サイン 
在 羅 確 属 価 示          
  

○ 1.関連当事者との取引の調査に係る管理体制が適切に整備され、有 

  効に運用されることにより、関連当事者取引が適切かつ網羅的に把 

  握されていることを確かめるため、質問及び関連文書の閲覧を行う。 

 

 

○ ○ ○ 2.関連当事者の範囲が適切であることを確かめる。  

   （株主、取締役、重要な契約書など） 

 

 

○  ○ ○ ○ 3.関連当事者取引の集計表を入手し、関連証憑と突合するなど、 

   妥当性を検討する。 

 

 

○   ○ 4.当期発生額について前年同期と比較し、著しい増減の有無及びそ 

  の理由が、会社の経営環境等に照らして合理的であることを確かめ 

  る。 

 

 

   ○ 5.財務諸表注記における関連当事者取引の開示が、財務諸表等規則 

    様式第 1号及び関連する委員会報告等に照らして適切であることを 

    確かめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留意事項 

1．関連当事者のチェックリストの利用と会社の理解のチェック。 

2．関連当事者の属性による区分は妥当か。 

3．関連当事者との取引条件は妥当なものか。 

 

 調書№ 

山内公認会計士事務所
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Ⅳ 連結納税 
 

(1)連結納税制度の目的 
 

平成 14 年度税制改正により導入された制度である。 

企業グループの一体性に着目し、あたかも一つの法人であるかのように捉

えて損益を通算した上で、法人税を課税する仕組みである。 

これは、企業グループの事業と課税を、法人単位のみを捉えて行うことな

く、企業グループ全体を一体として取扱うことが、企業活動の実態にも沿

っており、課税の公平を図ることになるからである。 

 

(2)メリットとデメリット 
 

①企業グループ内の損益の通算 

財務省の試算によれば、損益通算による企業側のメリットは約 8,000 億

円にのぼるとされている。 

②未実現利益の繰延べ 

グループ会社間の収益取引において最終の外部売上において課税が起き

る。即ち、課税の時期が遅くなる。 

③子法人の固定資産などの時価評価 

連結初年度、あるいは連結グループへ加入時には、子法人の固定資産な

どの直前事業年度末での時価評価が必要である。(除、組織再編税制の適

格要件を満たすもの) 

④連結親法人に多額の欠損金があり、かつ、連結子法人において課税所得

が発生する見込である企業グループに節税効果がある。 

 

(3)制度の適用範囲 
 

①100%子会社のすべてに導入する。(除、外国法人) 

②他の内国法人(普通法人または協同組合等)に発行済株式のすべてを保有

されている法人は除く。内国法人の 100％子法人は連結親法人にはなれ

ない。 

③出口のない制度と言われており、いったん選択した後は取り止めること

はできない。 

 

(4)申告期限等 
 

①連結事業年度終了の日の翌日から 2ヶ月以内(2 ヶ月内の延長申請可能) 

②住民税、事業税、消費税等の税目については、それぞれの個別法人にお

いて確定申告を行う。 
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(5)連結納税グループ内における税金の精算 
 

黒字子法人 …… 親法人に向けて子法人が負担する (親法人が赤字の場合) 

赤字子法人 …… 親法人から子法人が受取る (親法人が黒字の場合) 

 

(法人税率 30%として) 

 
 

 (ケース 1)   (ケース2)   

  所得(1)  課税(1)  所得(2)  課税(2) 

親Ｐ社  1,000  300 (支払)  1,000  300 (支払) 

子Ａ社  300  90 (支払)  300  90 (支払) 

子Ｂ社  △500  △150 (受取)  △3,000  △390 (受取) 

所 得  800     △1,700    

           

納 付 ①    240     0  

           

(単 体)②  (1,300)  (390)   (1,300)  (390)  

           

差額①-②    △150     △390  

 

 (ケース 3)      

親Ｐ社  △1,000  △300 (受取)      

子Ａ社  300  90 (納付)      

子Ｂ社  2,000  600 (納付)      

所 得  1,300         

           

納 付 ①    390       

           

(単 体)②  (2,300)  (690)       

           

差額①-②    △300       
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当期所得計算の全体チェック（説明例 105） 

 
日 付 ： 
担当者 ： 

 

 説 明 A 社 B 社 C 社 D 社 合計  内 容
 

チェック事項
 
結果

 
 
税引前当期純損益(a) 500 300 △200 0 600  確定決算値 

A,B 黒、C 赤 
(単体ベース)  

 
 連結所得金額の調整     

1 単体ベースで計算する所得調整  
減価償却費の損益算入限度超過額(b) 200 100 ― 0 300  (単体ベース) 減価償却費 

諸引当金 
 

           
2 連結ベースで計算する所得調整 

寄附金の損金不算入額の調整(c)  ― 50 50 0 100  一般寄付金 
B200、C200 

受取配当金、交際費(資)  
寄附金(連)(試)(控) 

 

        (以下、連結ベース)   
3 連結納税特有の所得調整 

グループ内譲渡損益の繰延(d)  200 ― ― 0 200  A が簿価 300 の土地を 
C へ 100 で売却 

譲渡損益修正 
(土地含み損) 

 

           
 仮計 (e)＝(a)+(b)+(c)+(d) 900 450 △150 0 1,200     

4 連結欠損金当期控除額の算定 

連結前欠損金の当期控除額(f) △50 △250 ― 0 △300  連結前欠損金 
A△50、Ｂ△250 

  

           
5 連結所得金額の算定 

(g)＝(e)+(f) 850 200 △150 0 900     

           
6 連結法人税額(税額控除前)の算定 

(h)＝(g)×30% 255 60 △45 0 270  親法人の税率

30% 
  

           
 連結法人税額の調整     

7 単体ベースで計算する税額調整  
設備投資に係る税額控除(i) ― △20 ― 0 △20  情報基盤強化設備等 B△20  

B 個別 135、連結 270 のため  
  

        (単体ベース)   
8 連結ベースで計算する税額調整 

試験研究費に係る税額控除(j)  △55 △20 ― 0 △75  研究開発費 A△55、B△20 
税額基準 A40、B40 を合算比較  

所得税額、外国税額  
留保金課税、試験研究費 

 

           
9 納付すべき連結法人税額の算定 

(k)＝(h)+(i)+(j) 200 20 △45 0 175     

  →単体から、←按分計算から     
           

10 法人税納付 200 20 △45 0 175     
A の未払法人税 未払△200         
B   〃  未払△20        
C   〃   未収 45       

11 法人住民税          

12 法人事業税          
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１．単体ベースでの計算 
 

 

(1)税引前当期損益 
 

 

(2)減価償却費の限度超過額計算 
 

 

(3)諸引当金の繰入限度計算 
 

 

 

 

２．連結ベースでの計算 
 

 

(1)寄附金の損金算入額の限度計算は、連結親法人の資本金や連結グループ全

体での取引金額をもとに調整計算する。 
 

 

(2)交際費の損金算入額の計算、受取配当などの益金不算入の計算も同様に行

う。 
 

 

 

(寄附金の場合) 

資本基準額 ― 連結親法人の資本金を基準に計算する 

所得基準額 ― 連結所得金額を基準に計算する 

個別帰属額 ― 各社の寄附金支出額で按分する 

 

(3)調整された損金不算入額・益金不算入額は、各個別法人の支出額・収入額

などによって各法人に按分される。 
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３．グループ内譲渡損益の繰延 
 

連結グループ内での資産の譲渡取引が行われた場合、その取引による内部損

益を認識することは適切でないので譲渡損益を繰延る。 

対象となる資産は、固定資産(販売用土地を含む)、有価証券、金銭債権、繰

延資産である。(売買目的有価証券及び帳簿価額 1,000 万円未満の資産は除く) 
 

(1)基本的な考え方(グループ内、外の取引の違い) 
 

(グループ内 B 社)   (グループ外 X 社) 
簿 価 2 億円 

→  資産の取得 
時 価 3 億円  3 億円 
譲渡益 1 億円    
    
(グループ内 B 社)   (グループ内 C 社) 
譲渡益 1 億円 繰延   資産の取得 3 億円 

 

 

(2)グループ外取引(2 年後の譲渡) 
 

(グループ内 B 社)  (グループ内 C 社)   (グループ外 Y 社) 
譲渡益 1 億円 繰延  資産の取得 3 億円   資産の取得 
 

① B 社においては、別表上 1 億円の減算を行う 
② C 社においては、減価償却年 0.4 を行い、B 社においては、別表上年 0.4

億円の加算を行う 
③ 下記 C 社から Y 社への譲渡が行われた時は、B 社では①の 1 億円を加

算し、②の 0.8 億円を減算する 
 

 

(C 社の処理)      
Y 社への譲渡      
  譲 渡 3 億円 →  取得 3 億円 
  簿 価 2.2 億円    
  譲渡益 0.8 億円    
      
(B 社の処理)      

B 社の譲渡益 1 億円の認識 
      
      
C 社での初年度償却  0.4 億円 (耐用年数 5 年 2 億円÷5 年＝0.4 億円) 
C 社での 2 年度償却 0.4 億円 
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(3)グループ内での再譲渡 

 

 

(グループ内 B 社)   (グループ内 C 社)   (グループ内 D 社) 
       
従前譲渡損益繰延   資産の取得   資産の取得 
1 億円 →  3 億円    
       
       

(グループ内 B 社)   (グループ内 C 社)   (グループ内 D 社) 
       
従前譲渡損益繰延   資産の譲渡   資産の取得 
   3.5 億円 →  3.5 億円 
譲渡損益の認識   譲渡損益の繰延    
   簿価 2.2 億円    
       
譲渡益 1 億円   譲渡益 1.3 億円    
 (実 現)   (実現 0.8 億円)    

   (繰延 0.5 億円)    
       
 

グループ内で、対象資産の再譲渡が行われた場合は、当初繰延べていた譲

渡損益は、「事務処理の簡便性」の観点から、損益が認識される。 
 
但し、C 社で譲渡損益が発生していれば、繰延べることになる。 
即ち、C 社では、0.5 億円の繰延のため、別表において 0.5 億円の減算を行

う。B 社については、前頁の通りとなる。 
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４．投資簿価修正による譲渡損益修正 
 

 

連結グループ(同一納税主体)内での二重課税を防ぐために、連結子法人株式

の譲渡の場合には、税務上の連結法人株式の帳簿価額を修正する。 
 

 

第 1 期首  子法人設立  資本金 1 億円 
     
第 1 期末  利益計上  剰余金 0.6 億円 
     
第 2 期中  子法人株式売却  売却額 2 億円 
     
 

第 1 期末の剰余金 0.6 億円は課税済である。そのため、譲渡直前の簿価は、

1.6 億円(1 億円＋0.6 億円)となり、2 億円で売却した利益は 0.4 億円となる。 
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個別帰属額の計算の過程（説明例 146） 

 
日 付 ： 
担当者 ： 

 （単位：百万円） 
項 目 計算 A 社 B 社 C 社 合計 説 明 

 

チェック
 

第 1 期所得金額  A △450 △300 △150 △900 A,B,C とも赤字  

第 0 期分 
 

連結欠損金(B 社分又は特定連結欠損金)  
 

B △200 △100 ― △300 0 期の繰欠  

第 1 期分 
 

連結欠損金個別帰属額(うち特定分) 
 

C=A 
 

△450 △300 △150 △900 1 期の△900 の各社発生   

第1期末の個別帰属額合計額 D=B+C △650 △400 △150 △1,200 第 1期末の繰欠  
 
 

       

第 2 期所得金額  E △160 100 △240 △300 A,C 赤、B、所得△300   

第 2 期分 
 

連結欠損金個別帰属額

  
F △120 0 △180 △300 2 期の赤を A,C に按分   

第 1 期分 
 

連結欠損金個別帰属額 
 

G=C △450 △300 △150 △900 1 期の繰欠  

第 0 期分 
 

連結欠損金(B 社分は特定連結欠損金) 
 

H=B △200 △100 ― △300 0 期の繰欠  

第 2期末個別帰属額合計額 I=F+G+H △770 △400 △330 △1,500 連結 2期末の繰欠合計  
 
 

       

第 3 期所得金額  J 300 300 300 900 A,B,C とも黒字  

第 0 期分 
 

(特)連結欠損金繰越控除額 
 

K ― △100 ― △100 0 期の(特)△100 控除  

第 0 期分 
 

(特)連結欠損金繰越控除額後所得金額 
 

L=J+K 300 200 300 800 控除後 3 期所得 800  

第 0 期分 
 

(非)連結欠損金繰越控除額 
 

M △200 ― ― △200 0 期の(非)△200 控除  

第 0 期分 
 

(非)連結欠損金繰越控除後所得金額 
 

N=L+M 100 200 300 600 控 除 後 3 期 所 得 600  

第 1 期分 
 

連結欠損金繰越控除額 
 

O △300 △200 △100 △600 1 期 G△900 の残△600 を  
第 1 期繰欠残により按分  

 

第 3 期連結欠損金控除後課税所得 
 

P=N+O △200 0 200 0 控除後 3 期所得 0  

第 2 期分 
 

連結欠損金個別帰属額 
 

Q=F △120 0 △180 △300 2 期の繰欠  

第 1 期分 
 

連結欠損金個別帰属額 
 

R=G-O △150 △100 △50 △300 1 期 G△900 の△300 を按分  

第3期末の個別帰属額合計額 S=Q+R △270 △100 △230 △600 3 期末の繰欠合計  
        
特定連結欠損金 ：各社の個別所得の範囲内で控除可能（H22 改正） 
非特定連結欠損金 ：連結グループ全体の所得から控除可能 
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５．連結繰越欠損金控除のルール 
 

 

(1)繰越欠損金の対象 
 

原則として、連結事業年度開始の日前 7 年以内に生じた連結欠損金 
 
(2)繰越控除の順序 

 

古い年度において生じた欠損金から 
 
(3)特定欠損金と非特定欠損金 

 

特定欠損金(個別所得から控除可能な個別欠損金)を先に、その後に非特定欠

損金(グループ全体の所得から繰越控除可能)を控除する。 
 
(4)当期発生欠損金の各社個別帰属計算 

 

当期欠損金を、個別欠損の生じている法人の個別欠損割合で按分する。 
(第 1 期 C ― 各社で計上した欠損金が各社に帰属) 
(第 2 期 F ― 欠損各社の欠損金を合計し、欠損各社の割合で按分) 
(第 3 期 ― 欠損法人なしのため計算なし) 
 

(5)控除される欠損金の、当期個別控除割当計算 
 

先ず、特定欠損金を控除し、その後に非特定を控除 
(第 2 期 E､K … B 社の第 2 期所得 100 により、B 社の第 0 期特定欠損金△100 の控除) 
(第 3 期 ○未  
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連結納税の効果 

 
（ 仕事に役立つ新しい会計 6 ） 

 
 
 

平成 24 年 2 月 15 日（水） 
 

連結納税とは、企業グループの納税をグループ単位で行う、つまりグループ

親会社がまとめて申告、納税することである。推計値のようであるが、約 3 年

前の連結納税による節税額は 8 千億円という。連結納税を実施している企業グ

ループは約 800 ということであったから、1 グループ当り約 10 億円の節税額と

なる。また、当時の法人税収約 7 兆円と比較すると 10%を超えていることにな

る。ある意味では法人税上の最大の節税策と言える。 
 
連結納税の実際とそのメリットはかくの如くであるが、要するに企業グルー

プ内において、黒字会社と赤字会社の損益を相殺することである。即ち、企業

グループとしての適切な納税を実施できることになる。このような連結納税を

超えて、企業グループの経済活動の実態を開示する連結財務諸表は、個別財務

諸表のみでは把握し得ない企業グループの経営実態を適切に表示する。それに

よって親会社の株主は出資の運用状況の全貌を把握することができる。また、

経営者や利害関係者は全体的な財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況により適切な意思決定が可能となる。要するに、グループ全体としてスピ

ーディーな意思決定と経営ができることになる。 
 
平成 14 年に創設された連結納税制度は、繰越欠損金の引継ぎ制限、連結付加

税制度など当初から使用しにくい制度と言われ、特定の企業のみが利用してい

る制度と見られていた。ところが、平成 22 年度の税制改正により、申請期限の

短縮や切捨てとなっていた子会社の加入前繰越欠損金の引継ぎが条件付ではあ

るが認められ、単体納税との比較で不利であった点などが大幅に改善された。

このため、平成 23 年からこれを利用する企業グループが大幅に増加することが

期待されている。 
 
企業グループの一体的経営の実態に合った課税であり、これを戦略的に活用

することによって、当初赤字が予想される新規事業を営むグループ会社の事業

を助け、事業の失敗等による欠損状態の子会社の経営を建て直したり、親会社

の繰越欠損金をグループ子会社の利益と通算（相殺）することによって適切な

納税ができる。併せて、連結開始時の時価評価を通じて含み損失の除去も可能

となるし、総じてグループ繰越欠損金の早期解消など企業体質の改善と強化を

図る機会となるとともに、所得調整や税額控除の拡大等も期待できる。企業経

営は、人、物、金の有効活用である。益々ソフト化、精緻化する税務や会計の

ためにも経営資源の有効活用の一貫として連結納税や連結決算を活用してみて

はどうだろうか。企業が経営の活性化を通じて、長期的には日本経済の活性化

にもなるのではないだろうか。 
 

“60 秒でサッと読めます” 
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４　法　人　税

(1)　現事業年度分の課税状況 （単位：百万円）

        Statistics of taxation for current accounting period (In millions of yen)

 FY  2007 58,103,513 14,308,865 22,496     5,907      
 FY  2008 37,168,125 9,473,747  40,533     10,797     
 FY  2009 33,259,219 8,552,759  15,922     4,174      
 FY  2010 35,685,102 9,238,256  17,590     4,680      
 FY  2011 36,808,623 9,395,701  13,560     3,836      
 FY  2012 44,849,263 9,888,356  9,006      2,217      
Domestic corporation

Ordinary corporation 37,878,786 8,878,737  7,250      1,885      
Association without judicial
personality, etc. 10,492     1,960      -          -          

Cooperative association, etc. 1,181,168  200,554    1,757      332        
Corporation in public interest 209,242    41,608     -          -          
Foreign corporation 308,252    78,908     -          -          
Subtotal 39,587,940 9,201,767  9,006      2,217      
Consolidated corporation 5,261,323  686,590    -          -          
Grand Total 44,849,263 9,888,356  9,006      2,217      

(2)　既往事業年度分の課税状況
　　　　Statistics of taxation for preceding accounting periods

うち内国普通法人
Domestic ordinary corporation

うち内国普通法人
Domestic ordinary corporation

 申告額
 Amount of Self-asseseed      73,583      68,580     404,996     353,001    123,569
 処理による増差税額のあるもの

        916         880     220,193     216,994     66,859
 処理による減差税額のあるもの

 Case of tax amount reduction by disposition      12,989      11,998 △ 174,785 △ 138,125 △ 67,281

 申告額
 Amount of Self-asseseed           6           6           8           8          2
 処理による増差税額のあるもの

 Case of tax amount increase by disposition           -           -           -           -          -
 処理による減差税額のあるもの

 Case of tax amount reduction by disposition           4           4 △ 141 △ 141 △ 46

          -           -           -           -     25,381

          -           -           -           -    148,484

      26,070

税 額 合 計
     146,690

調査対象等：　平成24年３月31日以前に終了した事業年度分について、平成24年８月１日から平成25年７月31日までに申告の

            あった事績及び平成24年７月１日から平成25年６月30日までの間に処理した事績を、「法人税事務整理表（申告

　　　　　　書及び決議書）」に基づいて作成した（提出期限の延長等による期限内申告分については、現事業年度分の課税

　　　　　　状況に含めている。）。

Subject of survey, etc.:  This table shows the actual status of taxation for the accounting period which ended before March 31, 2012, filed until July 31, 2013, and cases

                                    processed between July 1, 2012, and June 30, 2013, based on “Administrative documents  for corporation tax (returns and resolutions, etc.) ” .Except

                                    for returns of which accounting period are before March 31 of each year and due dates of which are between August 1 of each year and July 31 of

                                    the next year.

 Case of tax amount increase by disposition       65,902
For statutory

 accounting period
△ 54,878

清 算 確 定

分
           -

所得金額(百万円) 税額(百万円)
Number of accounting periods Amount of income(In millions of yen) Amount of tax(In millions of yen)

Type うち内国普通法人
Domestic ordinary corporation

  Total amount of tax

For determined
liquidation

△ 46

諸 加 算 税
  Additional tax

法

定

事 業 年 度

分

     109,640

           2

区       分
事業年度数

Subject of survey, etc.:  This table shows the actual status of taxation for the accounting period which ended between April 1, 2012, and March 31, 2013, according to

                                     returns filed until July 31, 2013, and cases processed between July 1, 2012, and June 30, 2013, based on “Administrative documents  for

                                     corporation tax (returns and resolutions, etc.)” .
Terminology: 1  “ Amount of income” in the column “For determined liquidation” means the part of value of remaining assets after liquidation which exceeds amount

                         of capital at the time of liquidation.

　　　　　　　　　2   “Amount of tax” means amount of tax on income, retained earnings and capital gains from land transfer minus deductions such as amounts of

                          income tax, foreign tax, etc.

　　　　　　　　　3  The results for corporations that adopted the consolidated declaration system (hereinafter “Consolidated corporations”) are listed under

用語の説明：１　「清算確定分」欄の所得金額とは、法人が解散した場合における残余財産の価額が解散時における資本金額等

              を超える金額のことをいう。

　　　　　　２　税額とは、所得、留保及び土地譲渡利益に対する税額から、所得税額、外国税額などの控除額を差し引いた税

　　　　　　　額をいう。

　　      　３　連結申告を行った法人（以下「連結法人」という。）に係る事績については連結法人として分類した。

連結法人 686,590       

合　　　　計 9,890,573     

調査対象等：　平成24年４月１日から平成25年３月31日までの間に終了した事業年度分について、平成25年７月31日までに申告

            のあった事績及び平成24年７月１日から平成25年６月30日までの間に処理した事績を「法人税事務整理表（申告書

            及び決議書）」に基づいて作成した。

　公益法人等 41,608        

外国法人 78,908        

小        計 9,203,983     

　普通法人 8,880,622     

　人格のない社団等 1,960         

　協同組合等 200,886       

24 9,890,573     

内国法人

8,556,933     21

9,242,936     

23 9,399,537     

22

平成19年度 14,314,773    

20 9,484,544     

４－１　課　　税　　状　　況
        Statistics of Taxation

　区　　　　　　分
Type

法 定 事 業 年 度 分
For statutory accounting period

清　算　確　定　分
For determined liquidation

税  額  合  計
Total of

amount of tax所得金額
Amount of income

税　　額
Amount of tax

所得金額
Amount of income

税　　額
Amount of tax
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(3)　法人数等の状況
　　　　 　Statistics of the number of corporations, etc.

社 　　百万円 　　百万円
Number Million yen Million yen

2,551,452    2,569,707    681,660      36,978,254   1,888,047    14,146,108  

1,247        1,561        570          3,989        991          377,245     

1,578        1,588        444          2,296        1,144        1,862       

47,576       47,790       25,526       898,237      22,264       184,690     

2,600,606    2,619,085    707,630      37,878,786   1,911,455    14,332,659  

12,931       12,975       5,813        10,492       7,162        15,400      

3,051        3,074        1,749        585,813      1,325        19,811      

648          652          321          96,835       331          10,164      

15,578       15,690       8,473        56,249       7,217        17,983      

1,980        1,986        851          11,481       1,135        7,205       

3,084        3,099        1,243        5,171        1,856        3,812       

20,149       20,272       10,574       425,619      9,698        168,591     

44,490       44,773       23,211       1,181,168    21,562       227,566     

47,269       47,474       20,310       209,242      27,164       207,137     

4,734        4,807        1,182        308,252      3,625        248,815     

2,710,030    2,729,114    758,146      39,587,940   1,970,968    15,031,576  

1,260        1,275        638          5,261,323    637          1,806,757   

2,711,290    2,730,389    758,784      44,849,263   1,971,605    16,838,333  

　調査対象等：「(1)現事業年度分の課税状況」のうち、法定事業年度分について示した。

　　　　３　「所得金額」の金額は、申告に係る事績のほか処理に係る事績（更正・再更正及び決定による所得の増減額）を含んでいる。

　　Subject of survey, etc.: This table shows the statutory accounting periods in “(1) Statistics of taxation for current accounting period ”.

(4)　加算税の状況
　　　　　Statistics of additional tax

金　　　額 金　　　額 件　　　数 金　　　額 件　　　数 金　　　額
Amount of

additional tax

Amount of additional

tax
Number of case

Amount of additional

tax
Number of case

Amount of additional

tax

　　　　百万円 　　　　百万円 　　　　　　件 　　　　百万円 件 百万円
Million yen Million yen Case Million yen Case Million yen

FY 2007 26,501 902 49,465 32,252 140,901 59,655

2008 17,641 513 48,917 30,711 136,972 48,865

2009 18,844 1,003 44,921 25,507 120,930 45,354

2010 13,761 6 39,521 22,786 106,154 36,553

2011 10,454 599 37,338 18,644 101,909 29,697

2012 11,211 745 27,447 16,198 80,209 28,154

1,200 88 3,097 1,485 16,779 2,773

1,194 84 3,096 1,485 16,589 2,763

10,011 657 24,350 14,713 63,430 25,381

11,122 379 24,079 14,569 59,841 26,070

11,211 745 27,447 16,198 80,209 28,154

調査対象等：平成24年７月１日から平成25年６月30日までの間に処理した事績を示した。

4　Corporation Tax

合　 計 Gr an d  To tal 46,382 6,380

うち内国普通法人

Domestic ordinary
corporation 32,415 3,347

既往年分
For the past year

34,173 4,907

本　年　分
For the current year

12,209 1,473

うち内国普通法人

Domestic ordinary
corporation 12,147 1,346

24 46,382 6,380

22 60,157 6,476

23 57,730

平成19年度 83,638 7,798

6,841

20 81,008 7,047

21 69,881 6,128

　　　　　　件 　　　　　　件
Case Case

Additional tax for failure to file Additional tax for fraud case Total

件　　　数 件　　　数

Number of case Number of case

　　　　２　「事業年度数合計」は、清算確定分を除いた法定事業年度分に係る確定申告の件数を示した。なお、清算確定分も含めた事業年度数合計は2,761千件である。

　Notes: 1  “Number of corporations that filed returns” shows number of acccounting periods which is gathered to each corporation. Also, one consolidated corporation group is totalized

                 as one corporation.

               2  “Total number of acccounting periods” shows number of final returns for statutory accounting periods (Except for the number of accounting periods for determined liquidation).

                 And number of total returns including returns for determined liquidation is 2,763 thousand.

               3  “Amount of income” includes figures based on cases (correction, recorrection and determination) other than figures based on returns which are filed by taxpayers.

　区　　　　　　分
Type

過　少　申　告　加　算　税 無　申　告　加　算　税 重　　加　　算　　税 計
Additional tax for understatement

小 計 Subtotal

連 結 法 人 Consolidated corporations

合　　　　　　　　　　　　計 Grand Total

公 益 法 人 等 Corporation in public interest

外 国 法 人 Foreign corporation

内

　

　

国

　

　

法

　

　

人
Fishermen’s production cooperative, Fishermen’s
cooperative association and Federations of
fishermen’s cooperative associations

森林組合及び同連合会
Forestry cooperative and Federations of forestry
cooperatives

小　　　　　　　　計 Subtotal

　　　　 うち　特定目的会社 Specific purpose company

医 療 法 人 Medical corporation

小　　　　　　　計 Subtotal

人 格 の な い 社 団 等

協

同

組

合

等

普

通

法

人

会 社 等 Company, etc.

企 業 組 合 Business cooperative

農業協同組合及び同連合会
Agricultural cooperative association and Federation
of agricultural cooperative associations

漁業生産組合、漁業協同組

合 及 び 同 連 合 会

そ の 他 Others

Association without judicial personality, etc.

消費生活協同組合及び

同連合会

Consumers’ cooperative society and Federation of
consumer’s cooperative societies

中小企業等協同組合

（企業組合を除く）

Small and medium-sized enterprises’ cooperative
(except for joint enterprise cooperative)

事業年度数
Number of

accounting periods

金　　　額
Amount of profit

事業年度数
Number of

accounting periods

金　　　額
Amount of loss

　(注） １　「申告法人数」は、確定申告のあった事業年度数を法人単位に集約した件数を示した。なお、連結申告を行った法人は１グループを１社として

　　　　　集計している。

Subject of survey, etc.: This table shows the status of taxation for additional tax which were processed between July 1, 2012, and June 30, 2013.

区　　　　　　　　　　　　　　　　分

Type

申告法人数

Number of

corporations

that filed returns

事業年度数

合計
Total numer of

accounting

periods

所　　　得　　　金　　　額
Amount of income

利　　　　　益
Profit

欠　　　　　損
Loss

D
om

estic corporation 

O
rdinary 

corporation
Cooperative association, etc.
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６．連結納税の活かし方 
(図解連結法人税早わかり 福薗健著 2011.4 中経出版発行) 

 

 

(1)グループ内に事業不振の赤字会社がある場合 
 

 

 

(2)持株会社形態を採用している場合 
 

 

 

(3)業績不振の 100％未満の子会社がある場合 
 

 

 

(4)親会社に多額の繰越欠損金がある場合 
 

 

 

(5)  
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連結申告書チェックリスト 
 

会社名（          ） H25.6.28 Y,K,E,H,U 
作成者（  /  /   ）チェック（  /  /   ） 
 
 OK  修 正、疑問点等 
    
１．連結別表四集計表(単体ベースでの所得調整)    
(1) 個別別表から正しく転記されているか    

(№1 仮計まで) ○   
(2) 転記した計算の正確性    

 小計 ○   
 仮計 ○   
 合計 ○   
    

２．連結所得金額の計算(連結ベースでの所得調整)     
個別別表の添付と連結別表の作成    

(1) 受取配当金（別表八の二） ○   
(2) 交際費  （別表十五の二） ○   
(3) 寄付金  （別表十四の二） ○   
(4) 所得税  （別表六の二） ○   
(5) 連結欠損金（別表七の二） ○   
(6) 貸倒引当金（別表十一（一の二）） ○   
    
(11)上記の集計表への転記    
    
３．連結積立金の計算    

個別別表の添付と連結ベースの別表五の二(一)     
(1) 連結別表四の留保を個別別表五の二(一)付表

一へ転記 
○   

    
４．連結所得金額の計算    
(1) 法人税 ○   
(2) 住民税 ○   
(3) 事業税 ○   
    
５．連結納税ソフトの検討    

 
 

 



会計と経営のブラッシュアップ 予定 
 

 

期間：H26.1～3 H26.02.17 
H26.01.14 
H26.01.01 
H25.12.23 

改訂日 H25.12.11 
 
 

  

実績 第 1 回 1/1 もしドラ④⑤⑥（われわれの顧客は誰か？） 
    
 第 2 回 6 事業再生と企業組織再編（会社分割・事業譲渡を中心に） 
    
 第 3 回 13 消費税増税の影響（日本経済へのインパクト） 
    
 第 4 回 20 グループ法人税の税務と会計（完全支配関係と課税） 
    
 第 5 回 27 消費税増税と経済（企業経営へのインパクト） 
    
 第 6 回 2/3 相続税評価と取引価格 (相続贈与と事業経営) 
    
 第 7 回 10 税制と沖縄の経済（地域振興と税制） 
    
 第 8 回 17 連結の会計と税務(何故、企業集団の会計や税務が必要か) 
    
 第 9 回 24 税制と沖縄の経済(地域振興と税制) 
    
 第 10 回 3/3 経営強化のための会計（有用な会計の視点） 
    
 第 11 回 10 新社会福祉会計基準とその移行（変化の理解） 
    
 第 12 回 17 中小企業再生の実践(中小企業の活力を取戻すために) 
    
 第 13 回 24 もしドラ①②③（われわれの事業は何か？） 

 
 

ToDo： (1) 実例の取り込み 
 (2) 最新に改訂 


